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１ 論点に関する基礎資料 
 

 

１ 県内の小学校、中学校、高校の学校数・学級数・児童生徒数 

学校数 学級数 児童生徒数 本務教員数  

H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29 

小学校 514 510 7,575 7,597 195,265 193,560 11,438 11,440 

中学校 295 295 3,677 3,654 103,594 101,903  7,016  6,972 

高 校 138 138 － － 100,664  99,733  6,924  6,843 

※高校には、全日制及び定時制のみ計上             出典：県学校基本統計（H29.5.1現在） 

 

 

２ 「授業の内容がよく分かる」と答える児童生徒の割合（年度末調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 週に５日以上、家で勉強している。(学校の宿題、予習・復習、塾(家庭教師)での 

  学習など)と答える児童生徒の割合（年度末調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 学習塾で勉強をしている児童・生徒の割合（家庭教師を含む） 

区 分 H26 H27 H28 H29 

小学校（６年生） 49.4％ 48.7％ 47.1％ 47.5％ 

中学校（３年生） 66.0％ 65.2％ 65.7％ 66.5％ 

高校（１･２年生） ― ― 
20.2％ 

（１年生） 

20.8％ 
（２年生） 

（出典：全国学力・学習状況調査(小･中学校)、高校生の自発的学習状況等に関するアンケート調査(高校) 

項目 H26 H27 H28 

「授業の内容がよく分かる」

と答える児童生徒の割合 

小 90.8% 

中 76.1% 

高 70.6% 

小 90.9% 

中 71.9% 

高 70.4% 

小 88.8% 

中 74.7% 

高 73.1% 

項目 H26 H27 H28 

週に５日以上、家で勉強して

いる 

小 94.2% 

中 75.9% 

高 51.0% 

小 93.5% 

中 74.1% 

高 44.5% 

小 94.1% 

中 79.5% 

高 51.6% 

出典：県教育委員会教育政策課「学校対象調査」 

出典：県教育委員会教育政策課「学校対象調査」 

1



 

【高校に関する資料】 

 

５ 高校卒業者の進路状況（平成29年３月卒業生のデータ、公私立高校を含む） 

 大学・短大 専修学校等 就職 その他 

静岡県 52.9% 20.5% 22.2% 4.4% 

岐阜県 55.9% 18.1% 23.4% 2.6% 

愛知県 57.9% 18.9% 19.5% 3.7% 

三重県 50.9% 19.4% 26.8% 2.9% 

全 国 54.7% 22.1% 17.7% 5.5% 

 

 

６ 大学・短大進学者の進学先状況（平成29年３月卒業生のデータ、公私立高校を含む） 

 割合 内訳 

県内大学 31.4% 
  国公立大学 6.4%、私立大学 20.0%、 

  県立短大 0.7%、私立短大  4.3% 

県外大学 
68.6% 

(うち東京23.9%) 
 

 

 

７ 主な大学の合格者数（平成30年度入試のデータで、県内公私立高校の現役生、浪人生を含む） 

  ※（ ）内は、静岡県の全国順位を示す （注）国公立医学科は、合格者７人以上の高校のみ集計 

 東京大学 京都大学 
早稲田 

大学 

慶應義塾 

大学 

国公立 

医学科（注） 

合格者数 
51人 

（11位） 

59人 

（11位） 

216人 

（９位） 

124人 

（８位） 

65人 

（17位） 

公立 ９校 12校 19校 13校 ４校 合格者の 

いる学校数 私立 ６校 １校 11校 12校 ０校 

【参考】県立浜松北高校の合格者数等 

合格者数 12人 20人 41人 23人 31人 

全体 61位 27位 93位 84位 36位 合格者数 

全国順位 公立 23位 16位 38位 27位 ７位 

 

 

８ 大学入試センター試験（平成30年度入試のデータで、県内公私立高校の現役生、浪人生を含む） 

  ※（ ）内は、静岡県の全国順位を示す 

 
志願者数 

＜全国で約58万人＞ 

５教科総合の平均点 

＜900点満点＞ 

静岡県 
16,933人 

（10位） 

557点 

（19位） 

出典：文部科学省「平成29年度学校基本調査」 

出典：週刊朝日（2018年4月20日号・2018年4月27日号）より高校教育課調べ 

出典：文部科学省「平成29年度学校基本調査」 

出典：大学入試センター資料、株式会社ベネッセコーポレーション資料 
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９ 高等学校における外国へ留学生を派遣している学校数及び人数 

（１）公立高校（派遣期間が１年程度のもの） 

区 分 H26 H27 H28 

学校数 8校 11校 11校 

人数 15人 16人 16人 

調査対象：県内全日制公立高校93校(分校含む）（出典：留学・帰国生徒等に関する状況調査） 

 

 （２）私立高校（派遣期間を問わず１年間の総数） 

区 分 H26 H27 H28 

学校数 16校 13校 14校 

人数 99人 79人 76人 

調査対象：県内私立高校44校         （出典：私立学校実態調査） 

 

（補足）主な派遣国名（それぞれの人数） 

     公立高校：アメリカ（15人）、オーストラリア（6人）、カナダ（4人）、 

ドイツ（4人）、ニュージーランド（4人） 

     私立高校：カナダ（24人）、オーストラリア（20人）、アメリカ（10人） 

 

 

10 高等学校における外国から留学生を受け入れている学校数及び人数 

 （１）公立高校（受入れ期間が１か月以上１年程度のもの） 

区 分 H26 H27 H28 

学校数 8校 7校 9校 

人数 8人 8人 16人 

 調査対象：県内全日制公立高校93校(分校含む）（出典：留学・帰国生徒等に関する状況調査） 

 

（２）私立高校（受入れ期間を問わず１年間の総数） 

区 文 H26 H27 H28 

学校数 12校 12校 14校 

人数 72人 46人 54人 

   調査対象：県内私立高校44校         （出典：私立学校実態調査） 

 

（補足）主な受入国名（それぞれの人数） 

 公立高校：ドイツ（8人）、オーストラリア（6人）、アメリカ（4人）、 

ニュージーランド（4人） 

私立高校：オーストラリア（15人）、タイ（8人）、中国（7人）、台湾（5人） 

インド（5人）、アメリカ（2人） 
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【小学校・中学校に関する資料】 

 

11 全国学力・学習状況調査(全国と静岡県の平均正答率の比較） 

＜小学校＞ 

H28 H29 

平均正答率（%） 平均正答率（%） 区 分 

静岡県 全 国 差 静岡県 全 国 差 

国語Ａ（知識） 76.5 72.9 ＋3.6 74.1 74.8 －0.7 

国語Ｂ（活用） 58.9 57.8 ＋1.1 58.8 57.5 ＋1.3 

算数Ａ（知識） 78.5 77.6 ＋0.9 78.4 78.6 －0.2 

算数Ｂ（活用） 47.4 47.2 ＋0.2 46.0 45.9 ＋0.1 

 

＜中学校＞ 

H28 H29 

平均正答率（%） 平均正答率（%） 区 分 

静岡県 全 国 差 静岡県 全 国 差 

国語Ａ（知識） 76.9 75.6 ＋1.3 78.5 77.4 ＋1.1 

国語Ｂ（活用） 69.9 66.5 ＋3.4 74.1 72.2 ＋1.9 

数学Ａ（知識） 64.3 62.2 ＋2.1 67.3 64.6 ＋2.7 

数学Ｂ（活用） 46.6 44.1 ＋2.5 49.8 48.1 ＋1.7 

 

12 学校の授業時間以外に普段(月～金曜日)、１日当たり１時間以上勉強している児童生徒の割合 

区 分 H27 H28 H29 

静岡県 68.3% 67.3% 68.0% 
小学６年生 

全 国 62.7% 62.5% 64.4% 

静岡県 73.2% 72.3% 73.2% 
中学３年生 

全 国 69.0% 67.9% 69.6% 

 

 

13 土曜日や日曜日など学校が休みの日に、１日当たり１時間以上勉強している児童生徒の割合 

区 分 H27 H28 H29 

静岡県 54.6% 53.7% 53.5% 
小学６年生 

全 国 56.7% 57.0% 57.3% 

静岡県 72.1% 71.2% 72.2% 
中学３年生 

全 国 68.7% 67.8% 69.4% 

 

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 
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【ＩＣＴに関する資料】 

 

14 教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 ※（ ）内は、静岡県の全国順位を示す 

区 分 H26 H27 H28 

静岡県 
小 7.0人／台 
中 6.1人／台 
高 4.8人／台 

小 6.9人／台 
中 6.1人／台 
高 4.7人／台 

小 6.9人／台（34位） 
中 6.2人／台（32位） 
高 4.8人／台（27位） 

全 国 
小 7.2人／台 
中 6.4人／台 
高 5.0人／台 

小 7.0人／台 
中 6.2人／台 
高 5.0人／台 

小 6.7人／台 
中 5.9人／台 
高 4.8人／台 

 

15 一学校あたりの電子黒板の整備台数 ※（ ）内は、静岡県の全国順位を示す 

区 分 H26 H27 H28 

静岡県 
小 2.0台 
中 2.3台 
高 1.5台 

小 2.4台 
中 2.5台 
高 2.2台 

小 2.9台（19位） 
中 2.9台（20位） 
高 2.6台（11位） 

全 国 
小 2.8台 
中 2.6台 
高 2.3台 

小 3.1台 
中 3.0台 
高 2.9台 

小 3.4台 
中 3.3台 
高 3.5台 

 

16 普通教室のＬＡＮ整備率 ※（ ）内は、静岡県の全国順位を示す 

区 分 H26 H27 H28 

静岡県 
小 88.8% 
中 89.4% 
高 95.7% 

小 87.0% 
中 88.2% 
高 96.0% 

小 88.3%（25位） 
中 86.7%（30位） 
高 96.9%（28位） 

全 国 
小 84.8% 
中 83.8% 
高 94.2% 

小 86.1% 
中 85.4% 
高 94.9% 

小 87.9% 
中 86.8% 
高 94.7% 

 

17 普通教室の無線ＬＡＮ整備率 ※（ ）内は、静岡県の全国順位を示す 

区 分 H26 H27 H28 

静岡県 
小 74.5%（ 1位） 
中 73.7%（ 1位） 
高 21.7%（15位） 

全 国 

調査項目なし 
小 31.7% 
中 29.9% 
高 19.5% 

 

18 授業中にＩＣＴを活用して指導できる教員の割合 ※（ ）内は、静岡県の全国順位を示す 

区 分 H26 H27 H28 

静岡県 
小 68.9% 
中 63.2% 
高 66.9% 

小 70.9% 
中 66.0% 
高 67.8% 

小 71.1%（41位） 
中 67.8%（37位） 
高 70.5%（32位） 

全 国 
小 74.4% 
中 67.2% 
高 70.7% 

小 76.3% 
中 69.6% 
高 72.8% 

小 77.6% 
中 71.7% 
高 74.2% 

出典：文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」 

出典：文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」 

出典：文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」 

出典：文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」 

出典：文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」 
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（参考）全国の状況：ＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査(PISA)2015 

 

１ 主 体 ＯＥＣＤ（経済協力開発機構） 

２ 目 的 義務教育修了段階の15歳児の生徒が持っている知識や技能を、実生活の様々 

      な場面で直面する課題にどの程度活用できるかを評価 

３ 実施年 2000年から３年ごとに実施 

４ 内 容 読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーの３分野について調査 

      2015年調査では科学的リテラシーを中心分野として重点的に調査 

５ 対 象 72か国・地域（うちOECD加盟35か国）から約54万人が参加 

      日本では、全国の高等学校、中等教育学校後期課程、高等専門学校の１年生 

      のうち、198校、約6,600人が調査に参加（2015年６月から７月に実施） 

 

６ 読解力 成績推移 

 2000年 2003年 2006年 2009年 2012年 2015年 

日本の得点 522点 498点 498点 520点 538点 516点 

OECD平均 500点 494点 492点 493点 496点 493点 

OECD加盟国 

中の順位 
８位/28か国 12位/30か国 12位/30か国 ５位/34か国 １位/34か国 ６位/35か国 

 

７ 数学的リテラシー 成績推移 

 2000年 2003年 2006年 2009年 2012年 2015年 

日本の得点 557点 534点 523点 529点 536点 532点 

OECD平均 500点 500点 498点 496点 494点 490点 

OECD加盟国 

中の順位 
１位/28か国 ４位/30か国 ６位/30か国 ４位/34か国 ２位/34か国 １位/35か国 

 

８ 科学的リテラシー 成績推移 

 2000年 2003年 2006年 2009年 2012年 2015年 

日本の得点 550点 548点 531点 539点 547点 538点 

OECD平均 500点 500点 500点 501点 501点 493点 

OECD加盟国 

中の順位 
２位/28か国 ２位/30か国 ３位/30か国 ２位/34か国 １位/34か国 １位/35か国 
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２ 県の取組事例 

 

１ 高等学校の取組 

 項目 内容 

１ 

魅力ある学校づくり 

推進事業 

【高校教育課】 

・下記(1)～(3)を実施し、県立高等学校の文武芸三道の鼎立

を図る。（詳細はP12参照） 

 (1) 技芸を磨く実学の奨励 

 (2) 知性を高める学習の充実 

 (3) グローバル教育の推進 

２ 

学力向上アドバンス

スクール指定校事業 

【高校教育課】 

・平成27年度から平成29年度まで、県立高校10校を「アド

バンススクール」に指定し、学力向上、進学指導等につい

て先進的な方策を用い、計画的・組織的に実践することに

よって、生徒の学力、教員の授業力、学校の教育力等を効

果的に向上させる方法について研究を行った。 

地区名 学校名 

東部地区 下田、韮山、沼津東、吉原 

中部地区 榛原、清水南・同中等部、静岡東、藤枝東 

西部地区 浜松西、浜名  

３ 

ネオアドバンス 

スクール指定校事業 

【高校教育課】 

・平成29年度から平成30年度まで、県立高校26校を「ネオ

アドバンススクール」に指定し、各学校の実情に応じ、生

徒の学力と教員の指導力を向上させることを目的として事

業を開始した。 

地区名 学校名 

東部地区 
御殿場、御殿場南、沼津西、富士、富士宮東、

富岳館 

中部地区 
静岡城北、科学技術、静岡商業、焼津中央、  

清流館、藤枝北、島田工業 

西部地区 

横須賀、池新田、遠江総合、袋井商業、磐田北、

天竜(春野校舎)、浜松北、浜松南、浜松湖東、

浜松大平台、浜松城北工業、浜北西、湖西  

４ 
サイエンススクール 

【高校教育課】 

・理数科教育の更なる充実を図るため、得意分野を中心に確

かな学力を持ち、日本の次代を担う人材を育成することを

目的として、９校をサイエンススクールに指定している。 

・サイエンススクールは、その目的を達成するために、大学、

研究施設との連携による研修や研究体験を実施することに

より、本物に触れて最先端研究への関心を高めるとともに、

小中学生を対象とした科学教室を実施することにより、学

問の本質に気付き、伝え、教えることの楽しさを実感させ

る教育活動を実践する。 
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 項目 内容 

５ 

スーパーサイエンス 

ハイスクール 

【高校教育課】 

・文科省は、高等学校等の理数系教育に関する教育課程等の

改善に資する実証的資料を得るため、理数系教育に関する

教育課程等に関する研究開発を行う高校をスーパーサイエ

ンスハイスクールに指定している。 

・本県では磐田南、清水東、浜松工業、静岡市立、静岡北(私

立)の５校が過去や現在において指定を受けている。 

６ 

高校生アカデミック

チャレンジ（高大連

携推進）事業 

【高校教育課】 

・理数科や職業系専門学科等を設置する高校と大学との連携

を一層強化し、高校生に高度な学問の一端に触れたり、研

究体験や活動を行ったりする機会を提供することにより、

全県から専門分野で卓越した資質を有する生徒を発掘し、

その意欲・能力を伸張することで、高校在学時から専門性

を有し国際科学オリンピックや学会発表等で活躍する人材

育成を推進する。 

７ 

高校教育民間活力導

入推進事業 

【高校教育課】 

・地域や産業界と連携した組織的・体系的なキャリア教育を

推進するとともに、高等学校において企業等と連携し、高

度な知識や技能を有する外部講師を積極的に学校に招へい

し、先端的な研究に取り組んだり、高度な資格取得に挑戦

したりすることによって、社会の変化に柔軟に、かつ主体

的に対応できる能力と、産業界で必要となる高度な知識・

技能を身につけ、社会の第一線で活躍できる専門的職業人

を育成する。 

８ 
科学の甲子園 

【高校教育課】 

・理数教育の推進と科学好きの裾野を広げるために、県内の

高校生を対象に「科学の甲子園静岡県大会」を開催し、全

国大会に出場する静岡県代表チームを選抜する。 

９ 

スーパーグローバル 

ハイスクール 

【高校教育課】 

・急速にグローバル化が加速する現状を踏まえ、社会課題に

対する関心と深い教養に加え、コミュニケーション能力、

問題解決力等の国際的素養を身に付け、将来、国際的に活

躍できるグローバルリーダーを高等学校段階から育成す

る。 

10 

グローバル人材育成

関連事業 

【高校教育課】 

・国内外で活躍できるグローバル人材の育成を社会総がかり

で支援するため、県拠出金及び寄附金により創設した「ふ

じのくにグローバル人材育成基金」を活用し、県内の高校

生及び教職員の海外留学・海外研修等を促進する。 
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 項目 内容 

11 
高校生留学促進事業 

【高校教育課】 

・国の事業を活用し、地方公共団体や学校、高校生の留学・

交流を扱う民間団体等が主催する海外派遣プログラムに原

則２週間以上１年未満、学校教育活動の一環として参加す

る生徒を対象に１人６万円を支援するほか、海外留学応援

フェアを実施する。 

12 

英語力を強化する指

導改善事業 

【高校教育課】 

・文部科学省の事業を活用し、英語によるコミュニケーショ

ン能力等を確実に養い、グローバル化等に対応した人材の

育成を強化するため、外部専門機関と連携した効果的な研

修を通して、英語教育に携わる者の指導力の向上を図る。 

13 

外国語教育推進事業

（外国語指導講師の

招致及び指導） 

【高校教育課】 

・アメリカ、イギリス、カナダ、オーストラリア、ニュージ

ーランド等から大学の学士以上の取得者で英語を母国語と

し、かつ現代の標準的英語力を備えている外国青年を招致

し、公立小中学校・高等学校における外国語授業などに従

事させることにより、本県の国際理解教育の拡充・深化及

び外国語教育の改善・充実に資する。 
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２ 小学校・中学校の取組 

 項目 内容 

１ 

静岡式35人学級 

編制の充実 

【義務教育課】 

・国の法律により、小学校１、２年生は、原則１学級35人に

対し、小学校３～６年生と中学生は、原則１学級40人に対

して教職員が１人配置される。 

・県では、平成21年度から静岡式35人学級編制を導入し、

平成25年度に小学校３～６年と中学生へ拡充した。 

・平成28年度まで、１学級の人数の下限を25人と定めてい

たが、平成29年度から段階的に下限を撤廃し、平成31年

度に全学年の下限を撤廃予定。 

２ 
理科専科教員の配置 

【義務教育課】 

・県では、小学校４年生以上の理科授業に対して、専科教員

体制を導入し、理科教育の充実を図っている。 

・通常学級が18学級（標準学級数）以上の小学校の中から、

理科専科教員体制実施校を指定し、該当校に非常勤講師を

配置している。 

 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 

実施校 50校 50校 50校 50校 41校 

非常勤配置数 50人 50人 50人 50人 41人 

※H28年度までは政令市を含む。 

３ 
研究指定校 

【義務教育課】 

・本県学校教育を充実させるために、学校教育の各分野にお

ける具体的な方策を、実践的に究明する教育研究指定校を

設置し、その成果を普及する。 

４ 

科学の甲子園 

ジュニア 

【義務教育課】 

・理科の学習に対して意欲のある本県の子どもたちの興味関

心を更に高めるために、県内の中学１、２年生を対象に「科

学の甲子園ジュニア静岡県大会」を実施し、全国大会に出

場する静岡県代表チームを選抜する。 

５ 
理科指導力向上研修 

【義務教育課】 

・小学校教員の理科における観察・実験の指導力向上を図る

ために、市町教育委員会や地区の教育研究会等の要請に応

じて、地域支援課指導主事、総合教育センター指導主事が

観察･実験の指導に関する内容の研修を実施する。 

６ 

学力向上推進プロジ

ェクト事業（学力向

上推進協議会） 

【義務教育課】 

・全国学力・学習状況調査の問題や結果を受け、静岡県小中

学生の学力向上のため、学校、市町教育委員会、県教育委

員会が連携し、学校改善・授業改善を支援する環境づくり

や研究推進校による実践研究を通して具体策を検討すると

ともに、更なる改善プランをまとめ、啓発していく。 
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 項目 内容 

７ 
学力向上連絡協議会 

【義務教育課】 

・県教育委員会と市町教育委員会の学力担当指導主事等が一

堂に会して、県内小中学校の学力や授業改善の現状等につ

いて情報を共有するとともに、より有効な学校支援の在り

方について理解を深める。 

８ 

研修主任研修会（含

む新学習指導要領対

応授業力向上研修） 

【義務教育課】 

・「確かな学力」を育む授業づくり、個々の教員の授業改善を

支える校内研修の計画・推進方法等について研修すること

を通して、各校の授業改善の推進、校内研修の充実へつな

げるとともに、校内研修の推進リーダーとしての自覚を高

める。 

９ 

小学校英語教科化対

応研修 

【義務教育課】 

・新学習指導要領における外国語教育について理解を深める

とともに、具体的な指導方法や単元計画等について、また、

小中連携の意義について学ぶ機会とし、指導力の向上を図

る。 

10 

静岡県英語指導力 

向上事業 

【義務教育課】 

・小中高等学校の各段階で研修協力校を設定し、小中高等学

校の連携について研究を進めるとともに、外部専門機関（大

学）と連携し、教員の英語指導力向上を図る。 

11 

英語教育推進リーダ

ーによる中核教員研

修会アドバンスト・

コース 

【義務教育課】 

・関係市町の協力を得て、英語教育推進リーダーを選出し、

中央研修への参加と中核教員研修の実施を依頼し、その際、

中核教員研修にTOEIC 受験等を組み合わせた県独自の「Ａ

Ｃ研修」として実施することにより、県内小中学校の教員

の一層の英語指導力向上を図る。 

12 

静岡県小学校英語指

導資格（LETS）認定 

【義務教育課】 

・2020年度に小学校で全面実施される次期学習指導要領にお

いて、３・４年で活動型の外国語活動の授業を年間35単位

時間、５・６年生で教科としての英語を年間70単位時間の

実施が予定されている。 

・県教育委員会では、免許を有している教員以外にも豊かな

授業実践経験や英語に関する資格のある教員が学校におい

てリーダーシップを発揮し、自校の英語教育を推進してい

くことができるよう独自に指導資格（ＬＥＴＳ）を設け、

認定する。 

13 

「しずおか型小学校

英語教育活動モデル

プラン」開発事業 

【義務教育課】 

・文部科学省の事業を活用し、各地域や学校の実情に応じた

多様な時間割を編成するにあたり、しずおか型のモデルプ

ランを開発・発信していくことで、各学校が独自の教育課

程編成及び教育効果を高めるための指導計画、教材等のあ

り方を検討できるようにする。 
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３ ＩＣＴの活用に関する取組 

 項目 内容 

１ 
ＩＣＴ教育推進事業 

【教育政策課】 

・高度情報化社会の中で様々な情報とともに生きる児童・

生徒に必要とされる情報活用能力を育成するため、パソ

コン教室及び普通教室用パソコンの整備を行う。 

・また、ネットワークを活用した授業を行える学習空間を

整備し、校内でＩＣＴを活用できるよう、校内ＬＡＮサ

ーバの整備を行う。 

２ 

学びを拡げるＩＣＴ

活用事業 

【教育政策課】 

・「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善を推進

し、これからの時代に求められる資質・能力を有する人材

を育成するため、全ての県立学校へ平成33年度までにＩＣ

Ｔ機器を導入し、ＩＣＴを効果的に活用した授業を展開す

る。 

・遠隔教育の在り方を研究するとともに、遠隔通信システム

を活用して他校や県内大学との交流・連携していくことで、

学校の魅力化を図ると同時に、教育環境の向上を目指す。 

３ 

静岡県教育情報化推

進ワークショップ 

【教育政策課】 

・情報教育の推進、校務の情報化、教科指導におけるＩＣＴ

機器活用等に焦点を当て、市町と県の情報教育に関わる担

当者が組織横断的に情報交換・共有できる場を設け、県や

市町の教育委員会のみならず首長部局との相互の連携・協

力も図り、教育の情報化を推進する。 
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魅力ある学校づくり推進事業 

（高校教育課） 
 
１ 要 旨 

新学習指導要領や高大接続改革で求められる「主体的・対話的で深い学び」を

実現するため、また、「技芸を磨く実学」の奨励やグローバル教育の充実に向け

平成 30 年度から、新たに「魅力ある学校づくり推進事業」を実施する。 
 
２ 事業実施の背景等 

（１）新学習指導要領の実施 

   生徒の「生きる力」を育成し、また、知識・技能の習得と思考力・判断力・

表現力等の育成を目指し、2022 年度以降年次進行で実施される。 

（２）高大接続改革 

「大学入学共通テスト」が導入され、国語・数学への記述式問題の導入、英

語の民間試験（英検など）活用が予定されている。平成 30 年度の高校入学生（現

中学３年生）から対象。 

（３）技芸を磨く実学の奨励 

人手不足の中、有為な人材の輩出が求められており、県内企業は、基礎学力

とコミュニケーション能力の育成を期待。 

（４）グローバル教育の推進 

国際社会で活躍できる人材の育成が求められており、また、新しい大学入試

（英語民間テスト活用）への対応や英語４技能の育成が不可欠。 
 
３ 平成 30 年度事業計画（予算額：100,000 千円） 

区  分 概        要 

専門高校（農水

工商等）の充実 

民間熟練技能者を活用した実習指導、生徒及び教員の資
格取得支援による専門性の向上、県外大会への派遣によ
る専門性の向上 

技芸を磨
く実学の
奨励 新しい専門 

学科の研究 
スポーツ科、演劇科、観光科の設置に関する研究 

進学重点 

コアスクール 

大学研究室等による専門的学力の向上、高大接続改革へ
の対応 

学力向上 

コアスクール 

大学や地元自治体と連携した探究活動等による学力の向
上 

知性を高
める学習
の充実 

学力進展 

コアスクール 
地元大学生等を活用した自主学習会等による学力の向上 

英語教育 

コアスクール 

海外姉妹校とのオンライン交流やイングリッシュキャン
プ等による学力の向上 

グローバル
教育の 
推進 国際バカロレア

調査研究 

ＩＢ認定校への教員派遣、視察・講習会参加による国際
的視野の育成 

 
４ 知性を高める学習に係るこれまでの経緯と今後のスケジュール 

 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 
大学入学共

通テスト 
 施行調査 

実施 
施行調査 

実施 

実施大綱

策定 実施     

学力 

向上策 
 

  

 

 

 

 

 

   

※ＳＳＨやＳＧＨ等における取組も学力向上に役立てていく。 

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽｽｸｰﾙ 

ﾈｵｱﾄﾞﾊﾞﾝｽｽｸｰﾙ 

知性を高める学習の充実（コアスクール事業） 

新学習指導要領に対応 
(年次進行で実施) 

検証 研究成果の普及・実践 
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◎平成３０年度から、新規に実施する。

○大学研究室における専門的研究

○民間講師の招請

○大学入学共通テストの研究

「指標」：難関国公立大（旧帝大＋医学部）合格者数など

○大学教授による探究活動（ゼミ活動）

○授業改善（アクティブ・ラーニング）

○地元自治体との連携による「地域学」実践

「指標」：外部との連携による探究活動等への参加生徒数など

○地元自治体との連携による「地域学」実践

○地元大学生を活用した学習会

○資格試験の取得支援

「指標」：家庭学習時間２時間以上の割合など

○イングリッシュキャンプの実施

○海外の高校とのオンライン交流

○英語民間試験の活用

スカイプを活用して、海外の高校との英語によるプレゼン発表、意見交換等を日常的に実施
することで、英語力向上を図る。

民間試験（英検など）への受験を促進したり、対策を実施することで、大学入学共通テスト
への対応を図るとともに、英語力向上を図る。

数人のグループによる探究活動を大学教授が支援（大学のゼミ活動に近いもの）すること
で、生徒の研究スキル、考察力及び表現力を育成する。

意欲的な教員による研究組織の立ち上げや先進校視察等により、一斉授業でない、主体的・
対話的で深い学びを教員が実践できるようにする。

地元自治体との連携による主権者教育、商品開発等の地域活性化の取組等を実践することに
よって、生徒の実践的行動力を育む。

地元自治体との連携による主権者教育、商品開発等の地域活性化の取組等を実践することに
よって、生徒の実践的行動力を育む。

放課後や土曜補講日における自主学習の支援によって、生徒の学習習慣定着を図る。

資格試験のための講習会等を実施して、生徒の受検促進、合格率向上を図る。

ネイティブスピーカーとの合宿等、英語漬けの指導によって、英語４技能（読む・聞く・話
す・書く）のうち、特に「聞く力・話す力」を強化する。

静岡大学等における探究活動（研究体験）、研究レポート作成やプレゼン発表の指導を実施
して、生徒の探究力向上及び意欲喚起を図る。

予備校講師による難関大学対策講座を実施することで、高学力層の生徒の学力向上を図る。

受験産業と連携して研究することで、新傾向の内容（情報読解力、分析力、表現力）及び記
述式出題への対応を図る。

魅力ある学校づくり推進事業（新規）

 

進学重点コアスクール

学力向上コアスクール

学力進展コアスクール

英語教育コアスクール

知性を高める学習の充実 グローバル教育の推進

専門的研究重視

学習の質の拡充

学習習慣の定着
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知性を高める学習「コアスクール」の指定について 

(高校教育課) 

１ 指定校 

  応募総数 52 校のうち、以下の延べ 39 校を指定する。 

項目 応募数 採択数 学校名 

進学重点 11 校 11 校 
韮山、沼津東、富士、清水東、静岡、静岡東、 

藤枝東、掛川西、磐田南、浜松北、浜松西 

学力向上 19 校 11 校 
下田、三島南、富士東、清水南、静岡城北、焼津中央、

藤枝西、島田、榛原、浜松南、浜北西 

学力進展 16 校 11 校 
熱海、裾野、沼津城北、静岡西、藤枝北、島田工業、

金谷、袋井商業、浜松湖東、浜松湖北、湖西 

英語教育 ６校 ６校 三島北、吉原、富士宮西、掛川西、浜松北、浜松湖南 

 

２ 特徴的な取組 

項目 取組 

進学重点 

○地域自然探索、中学生を対象とした科学教室、伊豆ジオパークとの

連携(沼津東) 

○県内大学における専門教養講座の半年間の受講と単位認定(静岡東) 

○医療系学部進学に対応した特別講座、大学教授等による高度で専門

的な講義(清水東) 

学力向上 

○大学との連携による探究活動（プランクトン研究等）、地域研究冊子

の作成(下田) 

○地元自治体、企業、市民等との連携による地域の課題把握と改善方

法の提案(榛原) 

○志榛地区合同補講(予備校講師の活用)(島田) 

学力進展 

○フルーツパークの一日運営、生徒を講師とした地域開放講座(浜松湖北) 

○地元商店街へのアンテナショップ開設に向けた授業実践(藤枝北) 

○インターネットを用いた課題解説動画の配信、学習科学の専門家と

の連携による授業実践(静岡西) 

英語教育 

○イングリッシュキャンプ（英語漬けの２日間）(浜松湖南) 

○海外の高校との動画やメールによる交流、Skype 等を活用したオンラ

イン交流(掛川西) 

○専門家等と連携した「英語でやりとりする力」を伸長する学習プロ

グラムの開発・実践(三島北)  
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外部機関との連携による探究的な学習について 
（高校教育課） 

 

１ 探究的な学習の必要性 

  確かな学力の向上を図るためには、「主体的・対話的で深い学び」の視点から授業改善

を図るとともに、大学や地元自治体との連携によって探究的な学習を実践することで、

地域ぐるみ・社会総がかりで「知性を高める学習」の充実を図っていく必要がある。 

 

２ 県立高校における実践例 

 (1) 県立沼津東高等学校「体験的探究プログラム」 

   地元を知るフィールドワーク、本物を知る科学実習に加えて、各自が研究テーマを

設定して行う課題研究において、大学や研究機関と積極的に連携することで、科学的

思考力の育成を図っている。 

   

 

 

 

 

 

 

 (2) 県立榛原高等学校「実社会との接点を重視した課題解決型学習プログラム」 

牧之原市、大学及び地元企業と連携することで、牧之原市及びその周辺地域の課題

解決に向けた主体的・協働的探究学習を行うことで、地域の期待に応え将来のリーダ

ーとなる人材の育成を図っている。 
 

 

 

 

 

 

                       

 

 (3) 県立松崎高等学校「伊豆半島ジオパーク世界審査への協力」 

   生まれ育った地域に何があるのかを学び、それを発信していく活動を「地域学」に

位置付け、伊豆半島ジオパークの研究や普及活動を行っている。平成 29 年７月には、

世界ジオパークの現地審査においてガイド役を務め、紙芝居、実験を交えて説明した。 
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習熟度別学習集団の編成について 
（高校教育課） 

 

１ 「高等学校学習指導要領」における位置付け 

第１章 総則 第５款５(6) 

各教科・科目等の指導に当たっては、教師間の連携協力を密にするなど指導体制を

確立するとともに、学校や生徒の実態に応じ、個別指導やグループ別指導、繰り返し

指導、教師間の協力的な指導、生徒の学習内容の習熟の程度等に応じた弾力的な学級

の編成など指導方法や指導体制を工夫改善し、個に応じた指導の充実を図ること。 

 

２ 実施例 

  習熟度に応じた効果的な指導を実施するため、２クラス（80 人）を、 

２集団（例①/発展クラスと基礎クラス）や３集団（例②/発展、標準、基礎の各クラ

ス）に編成し授業を実施している。 

 

＜通常の授業＞           ＜習熟度別授業＞    

Ａ組 40 人     ①  発展クラス 40 人 ②  発展クラス 30 人  

Ｂ組 40 人       基礎クラス 40 人   標準クラス 30 人  

                          基礎クラス 20 人  

 

３ 本県の実施状況 

 (1) 実施校 

 全日制93校 定時制21校 

実施校数 89 校 ５校 

特定の教科・科目で実施 86 校 ５校 

習熟度別にクラス編成 ０校 ０校 編成の形態 

上記の併用 ３校 ０校 

定期テストの成績 62 校 ３校 

生徒の希望 １校 １校 

上記の併用 25 校 １校 

編成の基と 

なる資料 

その他 １校 ０校 

  (2) 普通科における実施教科 

 全日制 64 校 定時制 17 校 

実施校数 59 校 ５校 

国語 ９校 ３校 

数学 57 校 ４校 

理科 ９校 ２校 

外国語 43 校 ４校 

その他 ３校 １校  
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ふじのくに魅力ある学校づくり推進計画 

（静岡県立高等学校第三次長期計画） 
（高校教育課） 

１ 概 要 

  急激に変化する社会の中で、生徒の実態や地域の実情等を踏まえた魅力ある学校

づくりを推進するために、今後 10 年間程度（2028 年度）を見通した「ふじのくに

魅力ある学校づくり推進計画（静岡県立高等学校第三次長期計画）」を策定した。 
 
２ 計画の主なポイント（基本方向） 
○ 「魅力あふれる高等学校」の実現 

中高一貫教育 適正配置を踏まえた新たな設置の検討 

普通科 生徒の実態に応じた特色化、教育課程の編成 

キャリア教育、進学指導、特色ある類型、学習支援の充実 

専門学科 
「文・武・芸」三道の鼎立を具現化する学科等の設置 

グローバル人材の育成のための学科等の設置 

「技芸を磨く実学」の奨励を進める学科等の充実 

総合学科 多様な進路希望への対応 
自己の進路への自覚を深めさせる学習内容の充実 

定時制・通信制 
単位制による昼間・夜間を併置する定時制高校の設置 

ＩＣＴを活用した通信教育システムの研究・開発 

企業等と連携した就労支援の充実 

 ○ 「地域の実情等を踏まえた高等学校」の在り方 

中山間地域等

の小規模校 

地域資源・人材の活用、多様な学習機会の確保 

ＩＣＴを活用した遠隔教育システムの導入 

自治体と連携した全国募集の実施と特色ある高校の実践 

全日制課程の

適正配置等 

1 学年６～８学級を適正な規模とし、４学級以下は、新しい魅力

を持った新構想高校へ発展的に改編を検討（過疎地域等は弾力的

な対応） 

○ 「誰もが学びやすい高等学校」の実現 

共生・共育 特別支援学校高等部分校の設置、支援体制（通級指導等）の充実 
教職員の資質

向上 
学習指導要領の改訂に合わせた指導力の向上 
教員育成指標に基づく自己研鑽・研修による資質の向上 

学校施設・設備 施設改修、設備の充実など、良好な教育環境の計画的な整備 

○ 「新構想高等学校計画」 

生徒や社会のニーズを踏まえ、県内４地区(田方地区、沼駿地区、志榛地区、小笠

地区)の 10 校について、各学校の特性を生かしつつ、より良い教育条件の整備確

立を図るため、今後 10 年間を目途に、発展的に将来を見据えた新構想高等学校に

改編する。 
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学びを拡げるＩＣＴ活用事業 

（教育政策課） 

 

１ 概 要 

 (1) ＩＣＴ活用 

   「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善を推進し、これからの時代

に求められる資質・能力を有する人材を育成するため、全ての県立学校へ平成33年

度までにＩＣＴ機器を導入し、ＩＣＴを効果的に活用した授業を展開する。 

 (2) 遠隔教育 

   遠隔教育の在り方を研究するとともに、遠隔通信システムを活用して他校や県内

大学との交流・連携していくことで、学校の魅力化を図ると同時に、教育環境の向

上を目指す。 

 

２ 予算額                            （単位：千円） 

H29 
区分 整備内容 H28補正 

当初 補正 
H30当初 

ＩＣＴ

活 用 

プロジェクター 

無線ＬＡＮ 

タブレット端末 

7,666 33,660 50,000 170,000 

遠 隔 

教 育 
遠隔通信システム 1,334 1,340 0 0 

合計 9,000 35,000 50,000 170,000 

 

３ 整備規模 

区分 整備内容 整備規模 

プロジェクター 全普通教室に設置 

タブレット端末 40台（16クラス以上は80台） 高等学校 

無線ＬＡＮ ３クラスに１台（移動型） 

プロジェクター 学年１台（※小規模校は学部１台） 

タブレット端末 ８台 特別支援学校 

無線ＬＡＮ 各校１台（移動型） 

中山間地域校 

総合教育センター 
遠隔通信システム １式 

整備対象校 ＩＣＴ支援員 整備翌年度に年５回程度 

  ※小規模校（静岡南部／視覚・聴覚／小中学部の分校） 

 

４ 整備計画                           （単位：校） 

区分 H28補 H29当 H29補 H30※ H31 H32 H33 

高等学校 １ ９ ９ 16 16 17 17 

特別支援学校  ３  ８ 10 12 ７ 

遠隔通信システム 高校１ ｾﾝﾀｰ１   高校７   

  ※全県立学校に無線ＬＡＮを整備 
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５ 取組内容 

 (1) ＩＣＴ活用 

   機器整備と平行して、ＩＣＴ活用に特化した研修を実施し、新学習指導要領対応

型の授業改善を行っている。特別支援学校においては、ＩＣＴを活用することで障

害を補完し、障害の程度に応じた学習機会の提供を行っている。また、学校におけ

るＩＣＴ活用事例を、静岡県の授業づくりＤＢで公開し他校へ拡げていく。 

 (2) 遠隔教育 

   遠隔通信システム導入校５校（川根、伊豆総合、土肥分校、浜松湖北、佐久間分

校）において、大学との交流、生徒同士の学校間交流等、学校の魅力化に取り組ん

でいる。また、総合教育センターにおいて、模擬遠隔授業を実施するなど、遠隔授

業実現に向けた研究を行っている。 

 

遠隔教育の取組内容 

種別 内容 実施回数 

大学との 

交流 

・川根高校の英語授業で静岡大学留学生と交流 

・大学の出前講座を受講 
６回 

遠隔活用 

促進会議 

遠隔通信システムを用い、教職員や生徒同士がシステムの活

用を協議 
５回 

模擬遠隔 

授業等 

川根 ⇔ 総合教育センター間  ８回、川根 ⇔ 他校  ７回 

本校（湖北）⇔ 分校（佐久間）間  ６回 

本校（伊豆総合）⇔ 分校（土肥）間  11回 

32回 

生徒交流 

・伊豆総合 ⇔ 浜松湖北 

自校の特徴的な取組（商品開発等）を紹介し、意見交換 

・土肥分校 ⇔ 川根 ⇔ 佐久間分校 

 自校の文化祭等の学校行事や部活動を紹介し、意見交換 

６回 

会議 

・本校 ⇔ 分校間での合同職員会議、学校評議委員会 

・本校 ⇔ 分校間での教科会議 

・災害時の本校と分校との対策会議     など 

19回 

研修 

・本校 ⇔ 分校間での合同校内研修 

・校内研修を他校に配信 

・総合教育センター研修を遠隔で受講 

９回 

学校行事 本校校長から分校生徒への講話等 ２回 

 

６ 課題・検討事項 

 (1) ＩＣＴ活用 

  ・ＩＣＴ機器導入校への操作・活用方法の支援 

(2) 遠隔教育 

  ・通信可能校の拡大 

  ・遠隔授業実現に向けての制度等の検討 
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３ （公社）ふじのくに地域・大学コンソーシアムの事業 

（高大連携出張講座） 
 

１ 概要 

  大学等の教員が、県内の高等学校等へ出張し、静岡県に関するテーマ等により講義を

行う。（県補助事業） 

 

２ 実施状況（平成29年度） 

実施日 実施校 講座名 講師 受講人数 

H29.6.6 科学技術高校 廃棄バイオマスからの物質生産 沼津工業高等専

門学校 教授 
79人 

H29.6.29 天竜高校 

春野校舎 

ことばの単位への気づき 静岡県立大学 

教授 
5人 

H29.7.7 城南静岡高校 学生が見つける、静岡の魅力と

課題 

常葉大学 

教授 
179人 

H29.7.14 小山高校 観光と地域、そして世界遺産・

外国人への対応について 

静岡英和学院大

学 准教授 
161人 

H29.8.31 清水西高校 防災に関する講演会 東海大学 

准教授 
239人 

H29.9.1 吉原高校 建築学からみた防災の考え方 常葉大学 

教授 
18人 

H29.9.11 駿河総合高校 静岡から世界へ・宇宙へ・未来

へ 

静岡大学 

教授 
281人 

H29.9.12 富岳館高校 新しいアイディアの発想方法 静岡県立大学 

教授 
13人 

H29.9.15 城南静岡高校 静岡で学ぶ 静岡で働く 静岡産業大学 

教授 
178人 

H29.9.20 遠江総合高校 防災の未来を考える 静岡県立大学 

特任准教授 
28人 

H29.10.4 富岳館高校 現代グローバル社会における日

本企業の役割 

静岡産業大学 

教授 
42人 

H29.10.12 浜松修学舎高校 賀茂真淵ゆかりの地「浜松」と

その文学 

静岡大学 

准教授 
28人 

H29.10.26 磐田北高校 静岡から世界へ 

－多言語・多文化社会を知ろう 

常葉大学 

講師 
82人 

H29.11.1 クラーク記念国際高校 

浜松キャンパス 

地震と防災の理科 静岡県立大学 

特任准教授 
11人 

H29.11.7 天竜高校 大学の学びについて 静岡産業大学 

教授 
41人 

H29.11.30 磐田北高校 「静岡学」 静岡県立大学 

助教 
42人 

H30.1.26 科学技術高校 老化と寿命はどこからやってく

るのか？ 

静岡大学 

教授 
80人 

H30.2.6 浜松江之島高校 ガムラン音楽の実習 静岡文化芸術大

学 教授 
7人 
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４ 高大接続改革（国の動向） 

 

 

○高大接続改革とは 

 グローバル化の進展や人工知能技術をはじめとする技術革新、国内における生産年齢

人口の急減等に伴い、社会構造も急速に、かつ大きく変革しており、予見の困難な時代

の中で新たな価値を創造していく力を育てることが必要である。 

 このためには、学力の３要素（※）を確実に育成・評価することが重要であり、「高等

学校教育」と「大学教育」、そして両者を接続する「大学入学者選抜」を一体的に改革し、

それぞれの在り方を転換していく必要がある。 

 

 ※学力の３要素 

  １ 知識・技能の確実な習得 

  ２ 思考力、判断力、表現力 

  ３ 主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：文部科学省ホームページ 
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  ５ 県教育振興基本計画における「知性を高める学習」の充実に 

    関連する施策とその位置付け 

 

第１章 「文・武・芸」三道の鼎立を目指す教育の実現                

 

 １ 「知性を高める学習」の充実 

   子供たちに基礎的・基本的な知識・技能と思考力・判断力・表現力等を身に付けさ

せるとともに、主体的に学習に取り組む態度を養い、確かな学力を向上させます。 

   また、自らの意思と判断で人生をより豊かに生きていくために大切な読書活動の充

実と情報社会を生きるために必要な情報活用能力の育成を図ります。 

 

  (1) 確かな学力の向上 

 

   ■施策の内容 

   ア 子供たちの知識・技能の習得と思考力・判断力・表現力等の育成のバランスを

重視した上で、知識の理解の質を更に高めるとともに、音読や伝統・文化に関す

る教育、体験活動の充実等を通じて未来の創り手に必要な資質・能力を育みます。 

 

     主な取組 

     ○言語能力の確実な育成 

     ○理数教育の充実 

     ○情報活用能力育成のための学習活動の充実 

     ○音読や朗読等を通じた知識・技能の習得と表現力等の育成 

     ○地域学等を通じた伝統や文化に関する教育の充実 

     ○地域資源等を活用した体験活動の充実 

     ○地域におけるボランティア・インターンシップ等の体験活動の充実 

     ○特別教科化に対応した道徳教育の充実 

     ○外国語教育の充実 

     ○国際バカロレアに関する調査研究の推進 

     ○高大接続改革への対応の推進 

     ［担当：教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、総合教育センター］ 

 

   イ 学習指導要領で求められている学力を身に付けさせるため、全国学力・学習状

況調査の結果を踏まえた学校改善・授業改善等の取組を推進します。 
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     主な取組 

     ○学力向上推進協議会・学力向上連絡協議会の開催 

     ○チア・アップシートや分析支援ソフトの作成と活用促進 

     ○保護者・教員用動画コンテンツの作成・配信 

     ［担当：義務教育課、総合教育センター］ 

 

   ウ 教職員等の定数改善に関する国の動向を踏まえ、静岡式35人学級編制の更なる

充実を目指すとともに、小学校における専科指導やＩＣＴの利活用等を通じて、

きめ細かな指導の充実を図ります。 

 

     主な取組 

     ○静岡式35人学級編制の下限撤廃の完全実施ときめ細かい学習指導の充実 

     ○各市町における臨時講師の確保に向けた支援 

     ○非常勤講師の配置の適正化 

     ○小学校への専科指導教員の配置の拡充 

     ○外国語指導助手の活用 

     ○インターネット等を活用した教育・学習システムの研究 

     ○インターネットラーニング「あすなろ学習室」 の活用促進 

     ［担当：私学振興課、教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、各教育事務所、

総合教育センター］ 

 

   エ 中１ギャップ への対応に向けた教科指導方法の共有化等、小学校と中学校との

連携を一層推進します。また、教科指導、生徒指導に関する情報の共有化を図る

ため教員間の交流を積極的に行うなど、中学校と高等学校間の円滑な接続に向け

た連携の充実を図ります。 

 

     主な取組 

     ○小・中・高・特の教職員の人事交流の推進 

     ○教師用指導資料の作成、活用促進 

     ○中学校区を活用した小・中合同研修会等の開催 

     ○各地区の中・高連絡協議会の推進 

     ○中学生一日体験入学の実施 

     ［担当：義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、総合教育センター］ 
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  (3) 情報教育の推進 

 

   ■施策の内容 

   ア 子供たちが情報社会で主体的に生きる力を育むために、児童生徒の発達段階に

応じて、各教科等の目標に従い、授業においてＩＣＴを効果的に活用しながら情

報活用能力の向上を図ります。 

     また、児童生徒がインターネット等の情報手段を正しく利用し、自らトラブル

を回避できる能力等を身に付けるため、学校・家庭・地域の連携による情報モラ

ル教育を推進します。 

 

     主な取組 

     ○日常的なＩＣＴ活用による児童生徒の情報活用能力の育成 

     ○情報教育推進のための県立学校へのタブレットやプロジェクタ等のＩＣＴ機

器の整備 

     ○教員の各教科等の授業におけるＩＣＴ活用の推進 

     ○情報教育に関する研修・情報モラルに関する研修等の実施 

     ○ネット･パトロールの実施 

     ○生徒指導主事研修会におけるインターネットを介した生徒指導事案に関する

情報共有 

     ○「静岡県のケータイ・スマホルール」の普及 

     ○「小中学校ネット安全・安心講座」の推進 

     ［担当：教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、社会教育課、総合教育セン

ター］ 

 

   イ 教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るため、ＩＣＴ校内研修プログラムを活用

した校内研修の充実、新しい指導方法の研究及び研修体制の構築を図ります。 

     また、教育の質の向上、子供と向き合う時間の確保や教員の事務負担軽減等の

観点から、普通教室等へのＩＣＴ機器の整備、教育総合ネットワークシステムの

運用・管理を進めることに加え、市町も含めた教育に関わる情報の共有化や校務

の情報化に向けた取組への支援体制の整備を推進します。 

 

     主な取組 

     ○ＩＣＴ活用指導力の向上 
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     ○インターネット等を活用した教育・学習システムの研究（再掲） 

     ○情報教育推進のための県立学校へのタブレットやプロジェクタ等のＩＣＴ機

器の整備（再掲） 

     ○情報ネットワークシステム の運用 

     ○教材等のデータベース化の推進 

     ○情報担当者会議の開催等による市町との連携・協働 

     ［担当：教育政策課、総合教育センター］ 

 

   ウ 児童生徒や教職員が、安全に、そして安心して日常的にＩＣＴを活用できるよ

う、ウィルス感染への対策、個人情報の保護や情報流失防止等、危機管理として

の情報セキュリティの実現に向けたＩＣＴ環境の構築とその適切な運用を図りま

す。 

 

     主な取組 

     ○個人情報の保護や情報流失防止等に向けたＩＣＴ環境の構築 

     ○情報セキュリティ対策推進体制の確立 

     ○情報セキュリティに関する県立学校等への監査の実施 

     ○情報セキュリティポリシー等の遵守の徹底 

     ○情報教育に関する研修・情報モラルに関する研修等の実施（再掲） 

     ［担当：教育政策課、高校教育課、特別支援教育課、総合教育センター］ 

 

 

32



６ 出典一覧 

 

１ 県の調査 

 (1) 県学校基本統計 

調査対象 

①県内の幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、高等学校、特

別支援学校、専修学校及び各種学校 

②学校教育法第18条の不就学の学齢児童及び学齢生徒 

調査時期 毎年５月 

調査方法 各学校等に調査票を送付し、記入された調査票を回収 

調査結果 回収率100％ 

 

 (2) 学校対象調査 

調査対象 学  校：県内全ての県立学校及び市町立学校・市町立幼稚園（政令市除く） 

教 職 員：抽出校の全ての教職員 

児童生徒：抽出校の全ての小学５年生、中学２年生、高校２年生、特別支援

学校児童生徒 

※抽出校：小・中学校の15％程度の学校、高等学校の25％程度、特別支援学

校の30％程度 

調査時期 毎年２月～３月 

調査方法 各学校等に調査票を送付し、記入された調査票を回収 

調査結果 回収率100％ 

 

(3) 高校生の自発的学習状況等に関するアンケート調査 

調査対象 学  校：県内全日制公立高校 

生  徒：平成28年度：1年生、平成29年度：2年生（21,381人） 

調査時期 毎年10月 

調査方法 各学校等に調査票を送付し、記入された調査票を回収 

調査結果 回収率100％ 

 

 (4) 留学・帰国生徒等に関する状況調査 

調査対象 県内全日制公立高校93校（分校含む） 

調査時期 毎年４月から５月 

調査方法 各学校等に調査票を送付し、記入された調査票を回収 

調査結果 回収率100％ 

 

(5) 私立学校実態調査 

調査対象 県内私立高校44校 

調査時期 毎年６月から12月 

調査方法 現地調査(26校)と対象の学校(18校)に会場に出向いてもらい所要の調査を実施 

調査結果 回収率100％ 
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２ 国等の調査 

 (1) 学校基本調査（文部科学省） 

調査対象 学校教育法で規定されている学校、市町村教育委員会 

調査時期 毎年５月 

調査方法 
・調査票を送付し、記入された調査票を回収 

・インターネットを利用したオンライン調査でも実施 

調査結果 回収率100％ 

 

 (2) 全国学力・学習状況調査（文部科学省） 

調査対象 ①小学校、特別支援学校小学部 

 第６学年（H29 学校数 19,876校、1,051,086人） 

②中学校、中等教育学校、特別支援学校中学部 

 第３学年（H29 学校数 10,467校、1,131,433人） 

調査時期 毎年４月 

調査方法 悉皆調査 

調査結果 回収率 小学校数98.8％、中学校数95.4％ 

 

 (3) 学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文部科学省） 

調査対象 全国の全公立学校 

（小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校） 

調査時期 毎年３月 

調査方法 各学校に調査票を送付し、記入された調査票を回収 

調査結果 回収率100％ 

 

 (4) 生徒の学習到達度調査（PISA）（経済協力開発機構（OECD）） 

調査対象 ・72か国・地域（OECD加盟35か国、非加盟37か国・地域）の 

調査段階で15歳の生徒、約54万人 

・日本では、調査実施学校（学科）を決定し、各学校（学科）から無作為に

調査対象生徒（高校１年生）を選出 

調査時期 2000年から３年ごとに実施 

調査方法 コンピュータ使用型調査、生徒質問調査、ICT活用調査を実施 

調査結果 全国の198校（学科）から約6,600人の高校１年生が参加 
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